「地方公務員制度改革素案」に関わって地公部会が総務省と交渉-6/4

　公務員連絡会地公部会は、５月22日に提出した「『地方公務員制度改革について（素案）』に対する要求書」に関し、総務省公務員部の現時点における具体的な考え方を質すため、６月４日14時から交渉を行った。地公部会側は、藤川事務局長をはじめ構成組織公務員制度改革担当役員が出席し、総務省側は、植田公務員課長らが対応した。

　冒頭、藤川事務局長が「本日より、地公の法制度設計に関わって、具体的議論を開始したい」とあいさつ。続けて、提出していた要求書について、植田課長から以下の通り回答があった。

１.「中央協議システム」の創設について

　職員の賃金をはじめとした勤務条件は、各自治体において、地方公務員法の趣旨に沿って、地域の実情を踏まえながら条例で定められるべきもの。その上で、地域主権や自律的労使関係制度の趣旨との整合性において、中央協議を法律上措置することは困難。また、なぜ中央協議を設置し、設置した場合にどういったことを議論するのかなどの使用者側の疑義にも留意する必要がある。

２．法律の施行時期について

　地公の制度開始を「法律の公布から３年６月を超えない範囲内」としたのは、①県労働委員会の体制整備や、労使間での交渉ルールに関する条例・規則・要綱の準備期間、②国公は中央交渉と各省等交渉の２段階での施行としているが、地公は２段階で施行することはなじまないと考えたこと、などを考慮した結果である。また、消防についてさらに３年後としたのは、これまで団結権を有していなかったことから、一般職の運用状況を踏まえ、準備に万全を期す必要があるためである。

３．関連４法案の附則関連について

　基本的に、地方公務員制度は、国公における制度を踏まえて検討するものである。したがって、国公法改正案附則31条（法律事項と政令事項の振り分け）および国公労法案附則11条（争議権）については、国公での検討が行われれば当然に地公でも検討されるべきものであり、改めて附則で規定する必要性はないものと考える。

４．人事行政に関する第三者機関の名称について

　現行の人事委員会は、新制度においては勤務条件に関する勧告権限を失うが、①専門的中立機関としての人事行政を担う機能は変わらないこと、②広く定着している名称であること、③例えば国と同一の「人事公正委員会」という名称を使用すると、国との上下関係を連想させること、などの理由から、現行と同様の「人事委員会」という名称を使用することとしている。

５．民間給与等実態調査等の調査結果の公表時期について

　第三者機関による調査結果は、第三者機関を有していない自治体にも客観的データとして活用される必要があり、議会や住民の理解を得る観点からも、結果が判明次第、速やかに公表されるべきと考える。

６．労働委員の選出主体について

　労働委員会における労働委員の選出主体は、民間においても、今回の国公関連法案においても「労働組合」と規定されている。地公においてもこれと整合性を持って規定する必要がある。

７．団体交渉事項における「労使関係事項」の内容について

　団体交渉事項の取り扱いについては、国公と同様と考えている。

８．労働基準監督機関の職権について

　首長は、統括者であると同時に公益を代表する者である。それは今回の改革を契機に変更されるものではなく、労働基準監督権限者としての首長は、使用者としての首長とは立場が異なるものである。

９．「等級別基準職務表」の条例規定について

　給与条例に「等級別基準職務表」を規定し、同時に職名ごとの職員数を公表することとしていることの意義は、職員の給与制度と人事管理に対する民主的チェックが行われ、給与制度等について自治体が説明責任を果たすことにより、法律上に規定されている職務給の原則を徹底するためである。

10．地公法57条問題について

　現業職員の法制度に関わるかつての国会審議の経緯、職員の身分・権利関係への影響、自治体の人事管理への影響を考慮した場合、慎重に検討せざるを得ない。

11．文科省との連携・協議について

　文科省とは、十分に連携を図り、協議していく。

　さらに、労働側から、要求書にあげていない事項につき、２点、要請と確認を行った。

(1) 交渉・協約の当局側当事者

　条例の制定・改廃を要する事項については、長以外の当局が協約締結前に首長への事前協議を行うだけでは不十分ではないか。例えば、日教組の県レベル構成組織が、県教育委員会と交渉をしても、「知事に伝える」「予算は知事権限のため、回答できない」などとされることも少なくない。協約を締結するということは実施義務を負うということであり、また、交渉当事者には誠実に交渉を行う義務が課せられるのであるから、実態を踏まえ、実際に交渉に当たる当局を決定すべきである。

(2) 連合等上部団体への在籍専従

　昨年５月の国公の制度設計に係る際の交渉では、当時の園田政務官が、「法律上の位置づけにない上部組織等の取り扱いについては、上部組織の運動への参画という趣旨から整理されれば可能」と回答している。地公についても、この考えでよいか。

　これに対しては、植田課長は、以下のとおり回答した。

(1) について

　実際に交渉・協約締結の当事者たる「当局」の考え方は、現行と変わるものではなく、交渉事項につき、適法に管理・決定できる者が交渉に応ずべき地位に立つ。形式的に提案権を持つ首長のみが交渉に当たる当局ではない。ただし、実際の現場においては、首長との協議・交渉が必要になることもあり得るものと考えている。

(2) について

　在籍専従制度は、基本的に国公関連法案と同様の組み立てと取り扱いになる。政務官の回答については、直接聞いていたものではないため、実際の国会でのやり取りにおいて判明するのではないか。

　これらのやり取りの上で、要求書に関する公務員課長回答について、さらに以下の通りのやり取りが行われた。

＜７．団体交渉事項における「労使関係事項」の内容について＞

(地公部会) 昨年３月の国公の制度設計に係る際の交渉では、公務員事務局の笹島審議官が、「『労使協議制』や『苦情処理制度』を労使合意により設けることは妨げられず、また、これらの事項は『労使関係の運営に関する事項』に該当することから、団体協約締結の対象となる」と回答している。地公についても同様の考え方でよいか。

(総務省) 基本は国公と同様である。審議官の回答に違和感はない。ただし、具体的な表現については、今後検討してお答えしたい。

＜１．「中央協議システム」の創設について＞

(地公部会) 中央協議に対する現時点での総務省としての率直な考えを教えていただきたい。また、民主党ＰＴからは、中央協議のイメージを提出するよう求められているが、どうしていく予定であるのか。

(総務省) 切り口は若干異なるが、交渉コストの抑制・軽減が求められていることからも、まとまった単位で一定の認識を共有することは、交渉を効率化するための手法のひとつである。ただし、こと中央協議ということになればイメージを絞りきれないのも確か。また、難しいのは使用者側であり、必要性に疑問を持っていることが大きなハードルとなっている。

(地公部会) 賃金・労働条件決定のすべてを自治体任せとすることには、効率性の観点からも、住民の理解という観点からも難しいのではないか。地公部会としては、公労使の三者構成で、①交渉を進める上での国公・地公の賃金・労働条件に関する制度の大枠、②不要なトラブル未然防止のための労使関係ルールの整理、③民間賃金等実態調査のあり方などを、協議すべき内容としてイメージしているところ。とくに、民主党ＰＴでは、知事会などが「比較企業規模はどれくらいが適正なのか、民調結果は本当に妥当なのかなどまでも交渉することは、非効率」との発言をしており、そういった疑義なども解消できるものと考える。

(総務省) 使用者側は、そもそも新たな制度を導入することなど総論として反対しており、同じ入口に立ってもらった上で、各論を詰めていく必要がある。その際には、各自治体の両当事者の責任の下で決定していく「自律」というものと、引き続き法律に規定する情勢適用の原則や均衡の原則などとの関係も含めて議論する必要がある。

　これらを受けて、藤川事務局長が「使用者側の三団体がきちんと議論そのものに乗ってくることが前提であるが、中央協議等については、事務レベルも含めた協議をしていく必要がある。また、本日協議しきれなかった部分については、引き続き、こういった場を設定してもらいたい」と要請し、植田課長が「さまざまな形での協議を続けていく。協議のやり方やメンバー、タイミングは、今後詰めたい」と回答したことから、交渉を終えた。
